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支払基金のコスト構造

1平成21年度の手数料

2平成23年度以降におけるコスト構造の見える化

平成22年 10月 26日

社会保険診療報酬支払基金



1手 数料の積算根拠

○ 支出(868.1億円)及び事務費収入以外の収入(55.9億円)を

見込んだ。

○ また、レセプト件数を見込んだ上で、仮に前年度の手数料を据え置く
場合の事務費収入を806.1億円と試算した。

○ これらを前提として、支出と収入とを比較し、
① オンライン受取り分を▲3.50円、電子媒体受取り分を▲2.00円と
して事務費収入を793.3億円と計上しても、

② 積立預金からの受入れを18.8億円と計上すれば、
③ 収入の均衡を図ることが可能であるものと判断した。



2見込みと実績との華離

○ 収支差が13.2億円となったのは、主として、支出の減少

(▲ 18.4億円)及び事務費収入の増加(+17.8億円)によるもの。

○ これらのうち、支出の減少は、予備費の不使用 (▲ 4.9億円)の

ほか、主として、

①

＜

予算の段階で予測困難な事情
注)具体的には、国家公務員の給与の改定に準拠した職員の給与の引下げ(▲ 7.5億円)、

健康保険料等の改定に伴う法定福利費の縮減 (▲ 2.0億隅)等。

② コストの削減に向けた支払基金の自動努力
(注)具体的には、水道光熱費の縮減 (▲ 1.3億円)、 臨時職員雇用時間の短縮 (▲ 1.〇億円)等。

によるもの。
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○ また、事務費収入の増加は、主として、

① 支払基金の自助努力を通じた地方単独医療費助成事業の

受託の拡大に伴うレセプト件数の増加(+16.7億円)による
ものであって、

② 医療保険の保険者(健康保険組合等)に係る手数料負担の
増加を意味するものではないところ。

(注 )事務費収入以外の収入の減少 (▲ 4.2億円)は、主として、運用金利の低下に伴う利子収入の減少 (▲ 9.9億円)によるもの。

○ このような見込みと実績との乖離は、予算の段階で手数料を
積算する取扱いにおいて、やむを得ないもの。

○ しかしながら、これに伴う剰余は、後年度における手数料水準の

抑制を通じ、医療保険の保険者 (健康保険組合等)も含め、すべて
の保険者に還元される効果。
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平成21年度予算と平成21年度決算との比較

平成21年度予算 平成21年度決算

収 入 849.2億円―{亜亜 862.8億隅

事務費収入 793.3億円―{≡ 71 3イ意円卜→   811.1繕高
事務費収入以外の収入 55.9億円一{▲42億円卜→     51.8億 円

支 出 868,1億円
―一 胚 184億 円卜

→   849.7億 円

給与諸費 物 J釧億円

業務諸費
轡 門 ―一月II亘亜萱亘ロトー

+     242.2イ意高

退職給付琴1当 預金への繰入れ 40.8億円 ―l+101億卜      509億轟
役員会費 α覇意里      o4億 円

審査委員会費

“

鑢 岡
_1

施設費 亘亘]―→     8¬億円
予備費及び積立預金 21 4億 円  一 {:▲52億円

卜     162億 円

収 支 差 ▲18.8億円 {+32億 円]―→     13.2億 円

レセプト件数 841,064f{牛
_三ゴ:I互亘膏亜亜≡トー>   857,631詈 11牛

(注)平成21年度予算は、積立預金からの受入れを188億 円と計上することにより、収支の均衡を図つた。
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1.現行の取扱いの問題点

○ 現行では、手数料を設定するに当たり、

① 突合審査等を実施していないことに伴い、調斉Jレセプトを
原審査における審査の決定の対象としていないため、医科・歯科
レセプトと調剤レセプトとを区分。

② 保険者におけるオンライン化を推進しようとする厚生労働省の
要請を受けて、オンライン受取り分、電子媒体受取り分及び
紙媒体受取り分を区分。

○ したがって、現行の取扱いは、区分ごとのコストに応じた手数料の

設定となつていないところ。
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2.平成23年度以降り取籠褥

○ 平成23年4月 より、

① 突合審査等を実施することに伴い、調斉Jレセプトを原審査に

おける審査の決定の対象とする

② 保険者による電子レセプトの受取りがオンライン化される

ため、現行の取扱いを見直すことが必要。

○ これを踏まえ、コスト構造の見える化を図るため、平成23年度

以降、審査業務、請求支払業務及び管理業務を区分し、区分ごとに

手数料で賄われる支出をレセプト件数で除して手数料を算定する

方向で、保険者団体と協議する方針。

○ なお、このような形態でコスト構造を明らかにすることは、予算の

段階のほか、決算の段階でも、可能。
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平成27年度における手数料で賄われる支出に係るコスト構造の見込み

区分

全レセプト(9oc ,341千件)

電子レセプト
(866,656千(牛)

紙レセプト
(39,685千件)

現業業務

審査業務

コスト

(百万円)
54,861 52,102 2,759

単価
(円 )

60.53 60.12 69.52

請求支払業務

コスト

(百万円)
10,719 6,567 4,152

単価
(円 )

11.83 7.58 104.62

管理業務

コスト

(百万円)
6,931 6,931

単価
(円 )

7.65 7.65

全業務

コスト

(百万円)
72,510

単価
(円 )

80.00 75.34 181.78
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